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ソーシャルワークにおけるパートナーシップ形成に向けたツール使用の可能性／久保田純

はじめに

　ソーシャルワークは、「人間：環境：時間：空間の

交互作用」１）の上に展開され、「ソーシャルワーカー

とクライエントとの交互作用を通して社会的に構築さ

れるもの」２）と定義される。さらにそのソーシャルワー

カーもクライエントも社会的に構築された存在であ

り、「人間：環境：時間：空間の交互作用」を含めた

社会的構造に強い影響を受けて存在している。これは

つまりソーシャルワーク実践における具体的・現実的

な「場」というものが、機関・制度施策・社会・文化・

時代状況などの異なるシステムに内包されながら常に

影響を受けており、さらにシステム同士は異なる流動

性・透過性を持っているため、ソーシャルワーカー・

クライエントともにその場・その時・その環境・その

文脈における社会的構造からの強い影響を受けながら

存在していることを意味している。

　このようなクライエントとソーシャルワーカーで構

成されるソーシャルワークにおいて、「（クライエント

が）生活主体者として、自己の生活困難に対処すべく

あらゆる機会や制度を利用して自主的態度で解決にあ

たる。したがって支援者は、サービス利用者の主体性

を損なうことなく支援関係を展開しなければならな

い」３）とする「利用者主体」や、「（ソーシャルワーカー

が）ソーシャルワークを展開するには、専門職的態度

や行為などの専門職者としてふさわしい行動や質の高

さ（ハイ・クオリティ）が求められる。」４）とする「専

門性」がそれぞれに今日さらに重要視されるように

なってきている。この「（クライエントの）利用者主体」

「（ソーシャルワーカーの）専門性」という両側面、さ

らにはその両側面の間にはもっとも重要な概念として

「利用者とワーカーとが共同で問題解決に当たること

が重要であり、そのためには利用者を可能な限り最大

限に問題解決過程に参加させていくことが大切であ

る」５）「援助者の一方的な聞き取りではなく、利用者

の語りを共に創り出すという過程に参加するというこ

と－協働関係－が必要である。」６）というソーシャル

ワーカーとクライエントの交互作用における「パート

ナーシップ」があり、この三者が良循環に作用するこ

とで質の高いソーシャルワークが展開されると言え

る。

　しかしながら、「すべての人々に内包する自主独立

の可能性を発見し、助長育成することである」７）と

される生活保護ソーシャルワークにおいては、ケース

ワーカー（現在も厚生労働省が「ソーシャルワーカー」

という名称ではなく、「ケースワーカー」という名称

を使用しているため、本研究でも生活保護に限定され

るときは「ケースワーカー」の名称を使用する）に対

する利用者の不満の声は数多く存在しており、特に構

造的に貧困・社会的排除と結びつきやすいとされる生

活保護受給母子世帯（以下、母子世帯）については、

当事者はもちろんのこと、支援する当事者団体や母子

世帯に関わる社会福祉の他機関からのケースワーカー

に対する不満は多く８）、「利用者主体」の実践が行わ
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ない現状などの課題を把握するとともに、母子世帯と

ケースワーカーの関係性の現状を明らかにし、さらに

はケースワーカーからは「母子世帯への支援方法がわ

からない」といった意見を聴取した。このような調査

結果より、森田研究室では八千代市においても生活保

護ソーシャルワークに前述同様の問題点があると認識

をし、八千代市役所のケースワーカーとともに生活保

護ソーシャルワークにおいて「利用者主体」「専門性」

「パートナーシップ」をより進められることを目的に、

2008年3月に「ケースワーカーと母子世帯の共同作業」

「現状調査から導き出された詳細なアセスメント項目」

「ソーシャルワークの理論に基づいた支援過程の視覚

化」といった特徴を持つ「八千代市母子生活保護世帯

自立支援プログラム」の策定を行い１１）、以下のよう

な図１～６のツールを開発した。（以下、この両者を

合わせて「母子生活保護世帯自立支援プログラム（ツー

ル）」と表記する）

れていない実態がうかがえる。さらには地方自治体に

おいてはケースワーカーのほとんどが専門職採用され

ていない状況下で、「職員の量的確保や質的充足の面

において、地方自治体の実施体制上の問題も見られ

る。」９）との記載通り、ケースワーカーの「専門性」

の問題も指摘されている。このように「利用者主体」「専

門性」に問題がある中でケースワーカーと母子世帯の

「パートナーシップ」にも課題が多くあると判断され、

これらの問題は個々のケースワーカーに帰する問題で

はなく、「人間：環境：時間：空間の交互作用」の中

で社会的に構築されているソーシャルワークの問題と

して焦点化する必要がある。

　このような状況の中、千葉県八千代市において東洋

大学森田研究室は八千代市役所生活支援課と共同で

「母子生活保護世帯自立支援プログラム」の策定を行っ

た。策定に先立ち、森田研究室では八千代市で2007年

8月～ 10月に母子世帯・ケースワーカーに対する調査１０）

を行い、母子世帯の生活上の課題や自立に向かってい

 

（第1段階） （第2段階） （第3段階） （第4段階） （第5段階）

大項目 小項目 現　　　状
新しい

生活を求めて
自分らしい
生活を探す

自立した生活への
第一歩

自分らしい
暮らしを求めて

より充実した
生活を求めて

支援の方向性

家計
他者の補助があれば
できそうだ

やらなければならないと
必要性を感じている

少しずつ自分でできるよ
うになってきた

おおよそのことが自分で
こなせるようになってき
た

工夫しながら行うことが
できるようになってきた

掃除
他者の補助があれば
できそうだ

やらなければならないと
必要性を感じている

少しずつ自分でできるよ
うになってきた

おおよそのことが自分で
こなせるようになってき
た

工夫しながら行うことが
できるようになってきた

食事作り
他者の補助があれば
できそうだ

やらなければならないと
必要性を感じている

少しずつ自分でできるよ
うになってきた

おおよそのことが自分で
こなせるようになってき
た

工夫しながら行うことが
できるようになってきた

入浴や洗濯等に
ついて

自分のできないことを大
人と一緒に考えることが
できる

自分のできないことを大
人と一緒に行うことがで
きる

大人に促されれば年相応
の生活を送ることができ
る

できないこともあるが、
自分の生活のリズムが
しっかりとしてきる

自分の生活リズムを維持
することができる

身の回りの
整理整頓について

自分のできないことを大
人と一緒に考えることが
できる

自分のできないことを大
人と一緒に行うことがで
きる

大人に促されれば年相応
の生活を送ることができ
る

できないこともあるが、
自分の生活のリズムが
しっかりとしてきる

自分の生活リズムを維持
することができる

一生活リズムに
ついて

自分のできないことを大
人と一緒に考えることが
できる

自分のできないことを大
人と一緒に行うことがで
きる

大人に促されれば年相応
の生活を送ることができ
る

できないこともあるが、
自分の生活のリズムが
しっかりとしてきる

自分の生活リズムを維持
することができる

家庭状況等
(父不在、生保受給)

について

家庭状況を
何となく知っている

家庭状況の話を聞いてい
る

家庭状況を理解している 家庭状況を納得している
家庭状況を納得して、自
分の生活を組み立てるこ
とができる

※子どもの育ちについて、子どもが2人以上いる場合、
①②③…と枠に中に記入してください。

特記事項

自立支援プログラム作成のための基礎シート（共同作業用）

保護者氏名　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　 作成日　平成　　年　　月　　日　

子どもとの関係

就労意欲

自分の体の状態について
コントロールができるよ
うになってきた

健康な
市民ライフスタイ
ルのイメージ

受診を考えている

健康な
市民ライフスタイ

ルのスキル

親族関係

母の健康

地域との関係
地域の一員
として暮らす

子ども自身の
ライフプランを

描く

学校・地域等の行事へ参
加している

支援者がいる機関・施設
等に自発的に行っている

支援者がいる機関・施設
等の支援者と関係が取れ
ている

地域の人と交流がある

定期的に通院・服薬して
いる

生活スキル

子どもの育ち

困った事があったとき近
隣の人に相談をしている

状態が安定してくる
服薬・通院しながら社会
生活ができるようになっ
てきた

困ったことがあったら助
けてくれる

お互いを尊重している

子どもと話し合っている

家から電車等に乗って通
勤ができそうだ
（月収12万円程度）

正規社員として働く事が
できそうだ
（月収23万円程度）

就労への
イメージを作る

社会保険に加入できる仕
事ができそうだ
（月収18万円程度）

お互いを支え合っている日常的な会話をしている
色々なことを相談してい
る

依存から支え合う
関係への構築

短時間のパートやアルバ
イトができそうだ

近所で8時間程度のパート
やアルバイトができそう
だ
（月収10万円程度）

依存から支え合う
関係への構築

親子関係は依存関係では
なく、支え合いの関係で
ある

子どものことに関心が向
いている

子どもの気持ちがわかる
子どもと一緒に年相応の
活動をしている

図１「自立支援プログラム作成のための基礎シート」
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図２「いまの状況を知るためのシート」

  

図３「今の状況」シート 図４「つぎの目標」シート
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１　生活保護ケースワーカー

　本研究はツールの効果を検証する研究ではあるが、

調査対象はケースワーカーの意識となるため、これま

で行われてきた生活保護ケースワーカーへの調査研究

をまとめ、ケースワーカーが機関・制度施策・社会・

文化・時代状況などの異なるシステムからの影響を受

けどのように社会的に構築されている存在であるかを

明らかにし、本研究での視座を確認する。

１）　先行研究

　まず長友１２）は生活保護ソーシャルワークの援助過

程の局面において、ケースワーカーが援助志向と援助

行動を決定づける際に社会的価値体系や政策・制度に

内在する価値体系、行政運営的価値体系、専門職的価

値体系のいずれかを指示し自己の価値体系を位置づけ

るとし、A市でのケースワーカーに対する調査により、

　この母子生活保護世帯自立支援プログラム（ツール）

は八千代市役所生活支援課において2008年11月からす

べての母子世帯に対して使用が開始され、一定期間を

経過している。この経過の中で森田研究室と八千代市

役所生活支援課は共同で継続的にツールの検証・修正

等を行い、ケースワーカーとの対話も継続しながら

ツール使用の精度を高めている。

　本研究は上記のように東洋大学森田研究室と八千代

市役所が共同で開発し取り組んでいる「利用者主体」

「専門性」「パートナーシップ」を目的とする母子生活

保護世帯自立支援プログラム（ツール）の実際の使用

を踏まえて、ケースワーカーの意識を改めて構造化す

ることで、現時点でのツールの目的に対する可能性や

課題を概念化し明らかにする研究である。

 
 

図５「自立した生活をめざすための手伝い」シート 図６「これからの支援内容」シート
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２）�生活保護ケースワーカーを取り巻く社
会的構造

　ソーシャルワーカーは社会的に構築された存在であ

り、「それぞれが影響し合う社会的構造と個人的な関

わりの複合体」１５）からの影響を受けているとされ、

その複合体は「人間の『生活世界』の複眼的把握も有

効性を持ち、システム思考により全体と部分の階層構

造的理解を上位システムと下位システムの概念で捉え

ること」１６）により全体的な把握が可能とされる。こ

のような代表的なシステムとしては、J.G.Miller １７）が

提示した７つのシステムレベル、さらにソーシャル

ワークにおいてはM．Payneが「社会的・文化的領域」

「機関・制度施策領域」「ワーカー・クライエント領域」

という３つの領域１８）をあげている。これらを参考に、

J.G.Millerが提示した７つのシステムのうち本研究に

関係すると思われる社会システム、機構システム、集

団システム、個人システムを参考に、ケースワーカー

の社会的構造を図７のようにまとめた。

①ケースワーカーは上記の価値規範を相互に関連性を

持たせている②しかし専門職的価値体系は位置づいて

いない③援助志向と援助行動に不一致が見られ，いず

れの価値規範を選択するか心理的葛藤が生じているこ

とを明らかにした。長友は上記の結果に基づいてケー

スワーカーにそれぞれの価値体系に位置する価値規範

のいずれを選択するか、板挟み、もしくは窮地に追い

込まれている状態にあるケースワーカーの心理状態で

「ゆらぎ」が生じているとしている。

　岡部１３）はＢ市においてケースワーカーに対して聞

き取り調査を行い、ケースワーカーが個人においても

一定ではなく場面・内容によって相談援助内容に大き

な振幅があったとした。岡部はその理由として、①生

活保護を受け持つ自治体の多くが専門職採用していな

いため、対人サービスに必要な専門的価値体系が定着

せず、制度・政策的価値体系と個人の意識がダイレク

トに結びついていること②政策方針に制度に内在する

問題と相まって利用者にとっての心理的抑制、スティ

グマの喚起、行政不信等を生み出し利用者とケース

ワーカーの関係性の「ねじれ」を生じさせているとした。

　杉村１４）はＣ市のケースワーカー１０名に聞き取り

調査を行い、結果としてケースワーカーが母子世帯に

対して「複合した生活問題を抱える世帯」であり「生

活保護制度利用に関する抵抗感が少ない世帯」と捉え

ていること、また生活保護非受給世帯との相違につい

ては「母親自身の生育歴に問題」「社会能力の欠如」「前

夫の生計維持能力の低さ」等があると捉えていること

が明らかとした。杉村はこれらの結果を元に生活保護

受給母子世帯は単に経済的に貧困な状況におかれてい

るだけではなく、離婚と言う人生上の困難を背負った、

母親の身体的・精神的健康の問題、住宅の問題、およ

び日常的なケアや栄養状態の問題などを抱える存在と

してみる必要があるとしているが、反面ケースワー

カーの母子世帯への処遇方針や自立支援計画になると

その柱は「就労指導」に集約されているとし、このよ

うな母子世帯の実態とケースワーカーの自立支援計画

の「ずれ」をなくしていくことが課題としている。

図７　ケースワーカーの社会的構造  
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られ、その結果として「利用者主体」「パートナーシッ

プ」が低い状態での生活保護ソーシャルワークが実践

されていると考えられる。

　前述の通り、東洋大学森田明美研究会と八千代市役

所が共同作成をした母子生活保護世帯自立支援プログ

ラム（ツール）は、「ケースワーカーと母子世帯の共

同作業」「母子世帯への現状調査から導き出された詳

細なアセスメント項目」「ソーシャルワークの価値に

基づいた支援過程」を内包しており、より専門性の高

いソーシャルワークが実践できるよう意図されてい

る。そのため、本ツールを使用することで、「母子世

帯への現状調査から導き出された詳細なアセスメント

項目」「ソーシャルワークの価値に基づいた支援過程」

から「専門性」が担保でき、「ケースワーカーと母子

世帯の共同作業」から「利用者主体」「パートナーシッ

プ」をも実現することができ、ケースワーカーを取り

巻く構造の変容がなされると考えられ、これを本研究

の視座とする。

２　調査方法

　2009年8月19日に八千代市の全ケースワーカーに対

して、母子生活保護世帯自立支援プログラム（ツール）

を実際に使用してみた現在の心境として自由記述式の

アンケート（設問1　プログラムを実際に活用して、

良かった点・気づいた点をご記入ください。設問２　

プログラムの問題点、改善点、今後の展開について、

ご記入ください）を配布し、後日研究会が回収をした。

結果１２名のケースワーカー（査察指導員１名を含む）

から回収することができた。

　このアンケート結果から母子生活保護世帯自立支援

プログラム（ツール）を使用したケースワーカーの意

識を概念化するにあたり、上記自由記述で記載された

内容を一次データとして、KJ法１９）２０）を用いて小項

目、中項目、大項目と順に類型化しながら二次データ

を作成し項目にタイトルをつけ概念化を行った。

　これは①ワーカー・クライエント領域でのソーシャ

ルワークを形成する母子世帯とケースワーカーとの関

係（ワーカー・クライエント領域）②機関・制度施策

領域での集団システムとしての母子世帯とケースワー

カーを取り巻く状況（機関・制度施策領域１）③②よ

りも大きな機関・制度施策領域での制度・施策との母

子家庭の関係（機関・制度施策領域２）④社会的・文

化的領域でのひとり親家庭とジェンダー、貧困、制度

面との関係（社会的・文化的領域）と分類し筆者が作

成したものである。この社会的状況の図を元に長友、

岡部、杉村の研究を各システムレベルでの社会的構造

として整理する。

３）本研究における視座

　まずケースワーカーは、機関・制度施策領域１にお

いては所属機関である役所の行政運営的価値体系と社

会的価値体系、制度・施策的価値体系、専門職価値体

系との板挟みの中で複数の価値を内包しながらも、そ

の価値を統合すべき専門職価値体系が弱く、その結果

一部の価値が突出する形で、母子世帯に対して心理的

抑制・スティグマの喚起・行政不信等を生み出すケー

スワークを行っている構造があると言える。

　またワーカー・クライエント領域においては、専門

職採用されていないことにより、社会的価値からダイ

レクトに影響を受けたケースワーカーの個人的意識を

強く持ち、母子世帯に対して「複合した生活問題を抱

える世帯」であり「母親自身の生育歴に問題」「社会

能力の欠如」など否定的な見方で捉えてしまう構造が

あると考えられる。

　このようにケースワーカーは、専門職採用されてい

ない構造の中「専門性」が低い状態で構築され、機関・

制度施策領域１、ワーカー・クライエント領域におい

て多くの価値体系を内包する中で混乱をし、さらには

社会的価値からダイレクトに影響を受けた個人的価値

を持つことで、母子世帯に対して否定的価値を持ちな

がらソーシャルワークを行う構造のもとにあると考え
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１）ワーカー・クライエント領域
　

　この領域はケースワーカーと母子世帯の相互作用に

おけるミクロなシステムでの領域であり、この領域に

おいては４つの大項目が抽出された。

①エンゲージメント

　この中項目は本ツールを使用する直前の段階での

ケースワーカー・母子世帯それぞれの本プログラムの

理解・動機付けの項目であり、２つの小項目で構成さ

れた。

　a） 導入の方法の困難さ

　�　この小項目はプログラム使用における母子世帯の

動機付けが難しいという「母に『ただ書かされてい

る感』がある』「ツール作成にのってこない母がいる」

などの記述が含まれる。

　b）　継続的作成の困難さ

　最後にその類型化された概念をもとに、母子生活保

護世帯自立支援プログラム（ツール）使用における「利

用者主体」「専門性」「パートナーシップ」の可能性を

考察するとともに、課題の整理を行った。

　

３　結果

　１２名のケースワーカーからの自由記述から、母子

生活保護世帯自立支援プログラム（ツール）を使用し

た後の意識として、３９の一次データが抽出された。

そして二次データとして、１３の小項目・５つの中項

目に類型化することができた。それらを最後に大項目

としてワーカー・クライエント領域、機関・制度施策

領域１という２つの項目に分類を行った。（図８）

　以下に項目毎に結果を列挙する。

母子世帯にプログラム
のメリットをどう理解
してもらうか

母子世帯に目標達成の
実感をどう持ってもら
うか

母に「ただ書かされて
いる」感がある

シート作成にのってこ
ない母がいる

他に解決しなければな
らない問題がある母子
は利用が難しい

シート作成に際して、
母の表情が強張ってし
まう

表やグラフで両者が状
況理解できるのはわか
りやすい

エコマップで聞き取り
づらい交友関係を目で
見ることができる

混乱している母子の話
を視覚的にすることで
理解できる

母子世帯の気になって
いることが明確にでき
た

就労以外の部分にも目
がいく

家事・育児の達成状況
についてワーカー・母
双方で理解できる

母の自己に対する評価
や思いについて具体的
にイメージができた

聞き取り調査でワーカ
ーが気づくことも多い 状況の変化に対して、

状況の把握が容易にな
った

支援できる機関や制度
の提案をどうしていく
のか

提供できる社会資源が
わからない

様式５・６を出してし
まうと何を期待される
かわからない

ケースワーカーだけで
は解決できない問題に
ついて、他職種のアド
バイスが必要

継続的なシートの作成
の仕方がわからない

前回との変化がわかり
にくい

状況に変化がない場合
、継続的な作成が困難

再度作成を頼もうとし
ても「前と同じだから
」と言われる

様式１を使うと、母に
質問していきやすい

家事や育児の半紙を掘
り下げて聞くことがで
きた

お互いに目標設定でき
、気づきにつながって
いく

母と現状や目標につい
て具体的な話ができる

共同作業で母子世帯と
対等な関係により近づ
ける感じがする

ケースワーカーの問い
かけが母子世帯主体な
言い方に変わった

すべての母子世帯に実
施する必要があるのか

「ねばならない」もの
とされると精神的負担
が大きい

調査に時間がかかり、
プログラムをじっくり
作成できない

シートの記入に時間を
要する

業務量・時間がかかる 時間がかかり、他の業
務と同時並行で行うこ
とが大変

日常のケースワーク業
務にどう定着させるか

時間がかかるため、他
の業務との兼ね合いで
シート作成が負担とな
る

ツールを使用すること
で話しのふくらむがも
てる

導入の方法の困難さ

継続的作成の困難さ

母子世帯理解の促進

視覚化の効果

状況変化への理解促進

社会資源の活用および支援内容作成の困難さ

他職種との連携の必要性

問いかけの容易化

目標設定の共有化

関係性の変化

ケース選定の問題

ケースワーカーの心理的負
担

所要時間の問題

エンゲージメント

アセスメント

プランニング・インターベンション

ワーカー・母子関係

機関におけるケースワーカー

ワーカー・クライエント領域 機関・制度施策領域１

図８　ケースワーカーの意識　KJ法図
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度の提案をどうしていくのか」「提供できる社会資

源がわからない」などの記述が含まれる。

　b） 他職種との連携の必要性

　�　この小項目では、様式４～６の作成においては他

職種との連携が欠かせないという項目で、「ケース

ワーカーだけでは解決できない問題について、他職

種のアドバイスが必要」という記述が含まれる。

④ワーカー・母子関係

　この中項目はツールを作成した際のケースワーカー

と母子世帯との関係性の項目であり、３つの小項目で

構成された。

　a） 関係性の変化

　�　この小項目はツールを共同で作成することにより

ケースワーカーと母子世帯の関係性が良好に変化し

たという項目であり、「共同作業で母子世帯と対等

な関係により近づけた感じがする」「ケースワーカー

の問いかけが母子世帯主体な言い方に変わった」と

いう記述が含まれる。

　b） 問いかけの容易化

　�　この小項目はツール作成を行うことでケースワー

カーから母子世帯への問いかけが容易になったとい

う項目であり、「ツールを使用することで話しのふ

くらみがもてる」「家事や育児の話しを掘り下げて

聞くことができた」などの記述が含まれる。

　c） 目標設定の共有化

　�　この小項目はツール作成を行うことでケースワー

カーと母子世帯で目標の共有化が図られたという項

目で、「お互いに目標設定でき、気づきにつながっ

ていく」「母と現状や目標について具体的な話がで

きる」という記述が含まれる。

２）機関・制度施策領域１

　この領域は機関・制度施策内での集団システムとし

ての領域であり、この領域では１つの大項目が抽出さ

れた。

　�　この小項目は状況が変化しない場合にツールを継

続的に作成するのが困難という項目であり、「継続

的なツールの作成の仕方がわからない」「再度作成

を頼もうとしても『前と同じだから』と言われる」

などの記述が含まれる。

②アセスメント

　この中項目はケースワーカーと母子世帯がアセスメ

ントを共同で行う際で主にツールの様式１～３を使用

した際の項目であり、３つの小項目で構成された。

　a） 母子世帯理解の促進

　�　この小項目は様式１～３を使うことでケースワー

カーが母子世帯への理解を深めることができたとい

う項目で、「クライエントの気になっていることが

明確にできた」「就労以外の部分にも目がいく」な

どの記述が含まれる。

　b） 視覚化の効果

　�　この小項目は特に視覚化することで理解が深まっ

たという項目で、「表やグラフで両者が状況確認で

きるのはわかりやすい」「エコマップで聞きづらい

交友関係を目で見ることができる」などの記述が含

まれる。

　c） 状況変化への理解促進

　�　この小項目では、ツール様式１～３を使用するこ

とでケースワーカーが母子世帯の変化を理解しやす

くなったという項目で、「状況の変化について、状

況の把握が容易になった」という記述が含まれる。

③プランニング・インターベンション

　この中項目はケースワーカーと母子世帯がプランニ

ングとインターベンションを共同で行う際で主にツー

ル様式４～６を使用した際の項目であり、２つの小項

目で構成された。

　a） 社会資源の活用および支援内容の困難さ

　�　この小項目では、様式４～６を使用してプランニ

ング・インターベンションをする際実際の支援策が

立てられないという項目で、「支援できる機関や制
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図９「ケースワーカーの意識」概念図
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　この図９をもとに、ツール使用における「利用者主

体」「専門性」「パートナーシップ」の効果について検

証する。この３つの概念はそれぞれが独立して存在し

ているのではなく、複合的に関係を持っていると考え

られるが、便宜上それぞれの項目ごとに検証を行う。

１）利用者主体
　

　ワーカー・クライエント領域、機関・制度施策領域

１それぞれに「利用者主体」に対して効果があったと

考えられる直接的な表現をした項目は抽出されなかっ

た。しかし「利用者主体」における重要な概念である

「エンパワーメント」概念が「援助者は、常にクライ

エントのいる場から出発し、対等な関係の中で、利用

者とともに連続体を自律の段階へと移行させていかな

ければならない」２１）とされることを踏まえると、ワー

①機関におけるケースワーカー

　この中項目は福祉事務所という所属機関から影響を

受けるケースワーカーとしての項目であり、３つの小

項目で構成された。

　a） 所要時間の問題

　�　この小項目はツールを作成する時間が多くかかる

ため、他の業務との兼ね合いの問題があり、ケース

ワーカーの負担になるという項目であり、「調査に

時間がかかり、プログラムをじっくり作成できない」

「時間がかかるため、他の業務との兼ね合いでツー

ル作成が負担となる」などの記述が含まれる。

　b） ケース選定の問題

　�　この小項目は本ツールをすべての母子世帯に適用

させることの問題の項目であり、「すべての母子世

帯に実施する必要があるのか」という記述が含ま

れる。

　c） ケースワーカーの心理的負担

　�　この小項目は本ツールの実施の可否においてすべ

ての母子世帯に実施するとケースワーカーにも心理

的負担が発生するという項目であり、「『ねばならな

い』ものとされると精神的負担が大きい」との記述

が含まれる。

４　考察
　

　結果で構造化したケースワーカーのツール使用後の

意識を、再度図７を参考に図式化を行ったものが図９

である。ワーカー・クライエント領域と機関・制度施

策領域１に分け、効果と考えられる項目を二重線、課

題・問題点を一重線の中にまとめた。この二つの領域

における交互作用は独自に存在しているものではな

く、それぞれの交互作用が影響を及ぼしあいながら複

合的に存在している。また図９では省略をしたが、こ

の二つの領域は上位領域である機関・制度施策領域２、

社会・文化的領域の影響を受けていると考えられる。
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ツールとしての一定の効果があったと言える。

　同様にワーカー・クライエント領域で「問いかけの

容易化」という項目も抽出されており、「利用者の『人

間：環境：時間：空間の交互作用』について理解を深

め、利用者の関心毎に焦点を合わせた話題を見つける

こと」２７）とされるケースワーカーの関係技術の専門

性に対しても様式１～３が一定の効果があった。

　これに対して、同じくワーカー・クライエント領域

で抽出された「社会資源の活用及び支援的内容作成の

困難さ」「他職種との連携の必要性」については、「解

決すべき問題を特定化する技術、それに優先順位をつ

ける技術、それらのそれぞれの長期計画を設定する技

術、さらに具体化を図るための中期計画、短期計画を

設定する技術、短期計画を行動次元に移す技術、支援

計画を設定するのに有効な実践理論・実践モデル・実

践アプローチを取り入れる技術」２８）とされる計画立

案技術、「人間支援の基本原理・原則をふまえて適切

に『人間：環境：時間：空間』に介入する技術、介入

するさいに用いる実践理論・実践モデル・実践アプロー

チを適切に用いる技術、同僚や関連専門職と協働する

技術、意識的に利用者を参加させる技術、スーパービ

ジョンやコンサルテーションを活用する技術」２９）と

される介入技術については、様式４～６において効果

が少なかったと考えられ、現在自由記述式になってい

る様式４～６の改善や、技術取得のためにケースワー

カーに対する研修等を行っていく必要があると言える。

　さらに機関・制度施策領域１において抽出された「所

要時間の問題」「ケースワーカーの心理的負担」につ

いては、「法制度や財源、専門職員等の人材の数と求

められる職務内容の専門力量に対応した待遇などが十

全に行われて、はじめてサービスの質の向上が期待さ

れる。これらの基礎条件が整えられていないなかでの

サービスの質の向上は、いたずらにワーカーに重責を

課すことにもなりかねず、ワーカーの労働意欲を損な

う恐れがある。」３０）とされる「（機関での）サービス

の質と効率性の向上」の課題であると言える。この課

題については、ツール使用が専門性にどの程度効果が

カー・クライエント領域での「関係性の変化」の項目

は注目に値すると考えられる。つまりこれまで権力構

造に陥りがちであったケースワーカーと母子世帯との

関係性が変化しており、「プロセスを経て、人はパワー

を回復する」２２）というように、それを継続すること

で母子世帯のエンパワーメントがはかられ、母子世帯

の利用者主体に近づけていくことは可能であり、現時

点で「関係性の変化」という項目が抽出されたことに

は大きな意味がある。

　一方でワーカー・クライエント領域での「導入の方

法の困難さ」「継続的作成の困難さ」については、機関・

制度施策領域１で抽出された「ケース選定の問題」と

ともに、「利用者主体」におけるツールの課題になっ

てくると考えられる。現在八千代市ではケースワー

カー主導ですべての母子世帯に対してツールの導入を

しているが、「利用者主体」が「ワーカーは側面的支

援者として専門的知識を活用したり、社会資源の動員

などをはかり、それを活用できるよう支援はするが、

その活用を決定するのは利用者本人である。」２３）と

されるように、ツールを使用するかを決定すべきは母

子世帯であると機関として八千代市役所は考える必要

があると言える。また前提として「利用者を契約主体

として明確に位置づける技術、利用者の意図を確認す

る技術、契約内容を相手に理解できるように伝える技

術、必要に応じて契約の見直しを行い再契約を結ぶ技

術」２５）が必要であり、母子世帯がツールの使用を自

己決定できる環境を整えていくことが求められる。

２）専門性

　ワーカー・クライエント領域において、「母子世帯

理解の促進」「視覚化の効果」「状況変化への理解促進」

が抽出され、これは「調査で大事なことは、必要な情

報を得ることである。そのためには、基本的に何が必

要な情報で、付加的な情報は何かが明らかにできると

よい。」２６）とされるケースワーカーのアセスメント

技術の専門性に対して、様式１～３がアセスメント
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様に「パートナーシップ」に影響を与えているととも

に、現時点では「パートナーシップ」の形成が不十分

でありケースワーカーが言語化できなかったとも言

え、今後「利用者主体」「専門性」の構築がなされる中

で長期的に検証していく必要があると考えられる。

５　おわりに

　本研究の結果として、母子生活保護世帯自立支援プ

ログラム（ツール）が考察で述べたような一定程度の

効果と現時点での課題が明らかになった。課題も多く

抽出され解決に向けた検討が必要であるが、効果も抽

出され母子生活保護世帯自立支援プログラム（ツール）

が「利用者主体」「専門性」「パートナーシップ」に対

して可能性について明らかにできたと考えられ、森田

研究室の意図した結果が一定程度でたと言える。しか

し一方で今回抽出された項目はワーカー・クライエン

ト領域の項目が多く、機関・制度施策領域１について

は課題のみ、機関・制度施策領域２、社会・文化的領

域については項目が抽出されない結果であった。これ

は使用して１０ヶ月での調査であり、今回は一番ミク

ロなシステムで直接的なワーカー・クライエント領域

での項目が多かったと考えられ、すべてのシステムが

それぞれに影響を及ぼしあいながら複合的に存在して

いることを踏まえると、今後長期的なツールの使用の

中では機関・制度施策領域１、機関・制度施策領域２、

社会・文化的領域においても多くの課題が出てくる可

能性があるとともに、逆を言えばそこまでの効果・課

題が出てこそ社会的構造の変容につながると考えられ

る。現時点での調査結果はあくまで初期段階での結果

であると言え、今後も本研究の結果を現場のケース

ワーカーにフィードバックしさらなる共同研究を行い

ながら、母子生活保護世帯自立支援プログラム（ツー

ル）の効果の検証・課題解決に向けた検討を行うこと

が必要である。

　また今回の研究はケースワーカーに焦点をあてた

あるのか明らかにする中で、市役所が機関としてケー

スワーカーの専門性を発揮させるためにどの程度まで

環境を整えていけるかが重要である。

　

３）パートナーシップ
　

  ワーカー・クライエント領域において「視覚化の効

果」という項目が抽出され、「（パートナーシップにお

いて）具現化したエビデンスを記録に残し、ソーシャ

ルワーク過程がチームスタッフおよびクライエントに

可視化されることが必要となる。」３１）とされる関係

構築が、ツールを使用することで可能になりつつある

と考えられる。

　また同様にワーカー・クライエント領域で抽出され

た「目標設定の共有化」という項目についても、「ワー

カーが提供できる支援サービス、到達すべき具体的目

標や到達方法などについて利用者と話し合い、口頭も

しくは文書で同意を得る」３２）という過程がツールを

使用することで可能になっていると考えられ、これに

ついても「パートナーシップ」に向けた効果が一定程

度あるものと言える。

　しかしワーカー・クライエント領域、機関・制度施

策領域１それぞれに「パートナーシップ」に対して課

題があったと考えられる直接的な表現をした項目は今

回の調査では抽出されず、全体的に抽出された項目も

最も少ない結果となった。これは「（パートナーシッ

プは）実践レベルにおいては、援助者と利用者との協

働的関係を意味している。それが利用者主体の援助を

方向付ける基盤となる。」３３）「援助者と利用者の協働

的関係を創り出す過程で、利用者が主体的に自己の生

活をコントロールできるように支援していくことが重

要である。そこから専門性が生じるのである。」３４）

とされるように、「パートナーシップ」は「利用者主体」

「専門性」の基礎基盤となる概念であり、逆を言えば「利

用者主体」「専門性」が十分に構築されて「パートナー

シップ」が形成されることが要因と言える。そのため

「利用者主体」「専門性」で取り上げた課題の多くは同
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